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第 22 回金融経済教育推進会議 

日時 2025 年６月 30 日（月）15:00～17:10 

（オンライン開催） 

  

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

時間となりましたので、ただいまから、第 22回金融経済教育推進会議を開催いたしま

す。本日はご多忙の中ご出席いただき、誠にありがとうございます。金融経済教育推進機

構で理事を務めております大友です。本会議は、金融広報中央委員会から J-FLECが引き

継ぎ、事務局を担うことになりました。どうぞよろしくお願いいたします。 

本日は、代理の方を含めまして 31名の委員の方々にご出席いただいております。 

今回から、以前までオブザーバーであった、金融財政事情研究会、信託協会、日本証券

アナリスト協会や文部科学省は委員としてご参加いただいています。また、日本商工会議

所、厚生労働省からは新たに委員としてご参加いただいています。その他、人事異動に伴

う委員の変更等がございますので、お送りしております名簿を適宜ご参照いただければと

思います。 

また、本日は、株式会社十八親和銀行、株式会社おきなわフィナンシャルグループ、株

式会社 F学の 3団体にご参加いただき、それぞれのお立場での金融経済教育への取組み等

につきましてご発表をいただきます。ご発表者様については後ほどご紹介いたします。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

それでは、議事次第に沿って議事を進めさせていただきます。議事録の正確を期すた

め、本会議の模様は録画していますので、予めご承知おき下さい。 

まず、最初に、吉野座長からのご挨拶です。吉野座長、よろしくお願いいたします。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

皆様、今日はどうもお集まりいただきましてありがとうございます。私、この金融経済

教育推進会議の座長を務めさせていただきます、吉野でございます。本日はお忙しい中、

お集まりいただきまして、ありがとうございます。 

まず私から最初に、この金融経済教育推進会議に関しまして、少しお話をさせていただ

きたいと思います。金融経済教育は、2000 年に金融審議会の答申において、この分野をし

っかりしなくてはいけないということが議論されまして、2005 年に金融経済教育懇談会が

設置され、その年の 6月に金融経済教育に関する論点が整理されました。それから、2012

年にはOECD/INFEから金融経済教育のための国家戦略に関するハイレベル原則が公表さ

れまして、当時、OECDではガバナンスや、環境に関しては非常にやりたいテーマとして

優先順位が上の方に行くのですけども、この金融経済教育というのはボーダーにありまし

た。それで金融経済教育をやって、アジアやいろんな国々でやるのかという話がございま

して。私の学生が 2人OECDにいるものですから、その上司からアジアでもきちんとこ

ういう金融経済教育をやってくれないかと、協力してくれないかということを言われまし
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て。ちょうど私がアジア開発銀行の研究所の所長をさせていただく時だったものですか

ら、一緒にやりましょうということで、最初は一緒にタイでやりまして、それからインド

ネシアでやったり、ベトナムでやったりしまして、いろんな国でこの金融経済教育という

のをやりました。そこでの印象で、日本の場合にはこの金融経済教育推進会議が一つにな

って、すべての団体の方々が一緒になっているのですが、国によってはバラバラにやって

いるところがございまして、なかなか統一が取れなかった国もありました。それに対して

日本は金融経済教育推進機構が昨年発足しまして、オールジャパンでこの金融経済教育を

進めていこうという一つの会議に集約されておりますので、ぜひ皆様、これから日本の金

融経済教育がレベルアップされ、そしてよく金融庁が比較されます、アメリカ、日本、そ

してイギリス、この資産運用で日本が一番低いわけですけれども、その資産運用でも非常

に良い成績を収められると。それからさらには借り入れの部分でも住宅ローンや、あるい

は消費者ローンのところでも、ライフサイクル全体を考えながら、素晴らしい日常が送れ

ると、こういうようなことを目指すのが金融経済教育だと思っております。その意味で

は、産官学金、この皆様が一堂に会するこの金融経済教育推進会議は非常に大きな意義を

持っていると思います。ぜひ忌憚のないご意見をいただくことによって、オールジャパン

で日本の金融経済教育のレベルを引き上げて、さらには運用、それから調達、この両方の

面で、日本の消費者や金融機関、あるいは企業がみんなレベルアップして、金融では世界

一の国だというのを目指せるようになることを私は希望しております。 

ぜひ皆様から引き続き、色々なご意見をいただいて、それを吸収しながら改善していく

という会議にさせていただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

ありがとうございました。続きまして、金融経済教育推進機構理事長の安藤よりご挨拶

をいたします。 

 

【安藤 聡（金融経済教育推進機構理事長）】 

J-FLEC理事長の安藤でございます。本日の会合から、当会議の事務局を務めさせていた

だきますので、一言ご挨拶申し上げます。まず、ここ数年の社会情勢を振り返ってみます

と、学習指導要領改訂による学校教育の質的変化、人的資本経営に対する注目の高まり、

新NISAの開始、あるいは iDeCoの拡充。詐欺的投資勧誘に代表される金融トラブル事案

の社会問題化などを背景として、さまざまな場面において金融経済教育の重要性が再認識

されています。その中で J-FLECは、中立・公正な組織として一層金融経済教育を推進す

るという目的のために、昨年 8月の本格稼働以降、講師派遣事業、イベント・セミナー事

業、個別相談事業、割引クーポン配布事業、学校支援事業と各種の取り組みを進めてまい

りました。そして、ここまでの活動を踏まえまして、私といたしましては、J-FLECが提供

する事業やサービスの価値並びに質について相応の手応えを感じております。一方で、国

全体で、広く、誰一人取り残さずに、全世代が必要とする金融経済教育を受けられる状況
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を実現するためには、J-FLECだけではなくて、関係省庁、金融関係機関やその他関係者

間で連携して、より効果的に取り組みを行うことが極めて重要でございます。こうした観

点で、当会議は、金融経済教育に関係する学識経験者の皆様や関係団体間での連携を深め

るための情報共有、意見交換、議論の場としての役割を担うものであります。日本におけ

る金融経済教育の一層の推進につながるものとなりますよう、事務局としての役目を果た

してまいります。それでは、本日はお忙しいところ、2時間の長丁場になりますが、どう

ぞよろしくお願い申し上げます。私からは以上でございます。 

 

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

ありがとうございました。続きまして、金融庁金融経済教育推進室長、藤岡様よりご挨

拶をいただきます。藤岡様、よろしくお願いいたします。 

 

【藤岡 由佳子（金融庁総合政策局総合政策課金融経済教育推進室長）】 

金融庁金融経済教育推進室長の藤岡でございます。本日は、政策立案総括審議官の堀本

が海外出張でございまして、また、池田総合政策課長がすでに異動をしているということ

で、誠に僭越ながら、私より一言申し上げます。 

昨年は新NISAが始まりまして、国民の皆さんの資産形成の関心が、非常に高まった一

年でございました。また、投資詐欺、フィッシング詐欺、はたまたオンラインカジノなど

幅広くお金に関するトラブルについても懸念が示された一年でありました。金融庁といた

しましては、究極的には国民の皆様のファイナンシャルウェルビーイングの実現のため

に、特に足元、外部環境が変わっていく中、幅広い金融リテラシーの向上は不可欠である

と思っておりまして、本日ここにいらっしゃいます有識者の方々、J-FLEＣ、金融機関の

方々、また関係省庁の皆様、我々関係者が一丸となって金融経済教育を進めていく必要が

あると考えてございます。J-FLECは昨年 7月に発足して以来、着実に業務の立ち上げに取

り組んでいただいていると思いますけれども、次のこの一年どのような結果が出せるのか

については、様々な関係者から非常に高い期待を持って注目されているところでございま

すので、我々金融庁といたしましても、しっかりと J-FLECをサポートしていきたいと思

っています。ご案内のとおり、政府目標といたしましては金融経済教育を受けたと認識さ

れている方を 7%から 20％にするということで、かなり野心的な目標を設定しております

が、この達成には、全国あまねく金融経済教育、学びの場を提供していくことが必要でし

て、本日こちらにいらっしゃいます、すべての関係者のお力が必要だと思っておりますの

で、改めて、それぞれのお立場で金融経済教育推進のためにお力をお貸しいただければと

思います。私からは以上です。ありがとうございました。 

 

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

ありがとうございました。続きまして、事務局からの説明について、金融経済教育推進

機構教育企画部長の島村よりご説明をさせていただきます。 
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【島村 昌征（金融経済教育推進機構教育企画部長）】 

島村でございます。どうぞよろしくお願いいたします。それでは、画面表示されている

資料に基づきまして、順次ご説明をさせていただきます。 

次のページでございます。私からは、この二番のまず（１）金融経済教育推進会議の位

置づけにつきまして、ご説明をさせていただきます。 

次のページをお願いします。この金融経済教育推進会議でございますけれども、一番上

の四角にございますけれども、2013 年 4月、金融庁の金融経済教育研究会の報告書に基づ

きまして、同年 6月に設置されています。この推進会議でございますが、下の４つの表が

ございますが、下の表、４つのそれぞれの課題に取り組む形で、これまで議論を重ねてい

ただいておりまして、J-FLECの方で、事務局を今引き継いでいる、こういう状況でござ

います。そして、上から 2つ目でございますが、私どもといたしましては、この推進会議

でこれまでの取り組みが一定の対応を図られており、昨年から J-FLECが設立されたとい

うこともございますので、この会議の位置づけにつきまして明確化したいと考えておりま

す。具体的には、金融経済教育に携わる関係者間の連携を推進することを目的とし、今

後、委員間、産学官金間で、情報共有、意見交換、そして連携の場にしたいと考えてござ

います。真ん中にイメージというのがございますけれども、左側、参加者間での実績報

告、意見交換、そしてそれに基づきまして連携の仕組みづくりということを進めていきた

いと考えております。例えばでございますけれども、その右の３つの黒い丸がございます

が、2つ目でございます。例えばということで、私ども括弧に事例がございますけれど

も、金融経済教育の必要性を委員団体が周知できる資料の作成や、連携、好事例の蓄積、

公表、金融リテラシーマップの改訂、そして民間事業者様とのパイプ拡大、こういったこ

とが挙げられるかなと考えておりまして、本日の意見交換でもご意見いただければ、あり

がたく考えております。 

次のページでございます。このため、私ども運営上の変更点ということで、今回、赤い

右側の方でございますが、ご紹介をさせていただきます。上２つは開催経緯、事務局でご

ざいますが、私ども事務局、J-FLECの方で、この会議から引き継ぎをさせていただくこ

と、でございます。そして、３つ目、目的でございますが、委員間での情報共有、意見交

換、そして産学官金連携の仕組みづくり、そして主な議題でございますが、左側、これま

で推進会議として取り組んでいただきました内容につきましては、そのままということに

いたしますとともに、加えてでございますが、右側でございます、委員等による取り組

み、好事例のご紹介や、関係者間連携、取り組みの進展、横展開、こういったものの意見

交換をお願いできればと考えております。委員構成につきましては、先ほどご紹介いただ

きましたが、オブザーバーの方を廃止いたしまして、すべて委員の方に一本化させていた

だき、しかも、厚労省の方、日本商工会議所の方を追加させていただき、委員の拡充をさ

せていただいております。 

こういった形で、私ども今回、設置要綱というものを新しく作らせていただきまして、
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お諮りをさせていただければと思っております。設置要綱につきましては、今、画面共有

をさせていただきます。ご覧いただきます通りでございますけれども、上から目的とし

て、第２条構成等、そして、第３条会議項目ということでございまして、こちらご紹介で

すが、金融経済教育に関する情報交換、本会議の名義により行う事業に関する検討審議、

これまで推進会議の持ち物でございます、リテラシーマップや、その他コンテンツに関す

る検討審議、こういったことを項目に挙げさせていただいております。開催でございます

が、第４条でございまして、少なくとも年 1回ということで、私どもとしては年 2回ほど

開催をしたいなと考えております。第５条以降は通常の設置要綱に書かれている内容でご

ざいますので、説明は割愛させていただきます。後ほど、この設置要綱案につきまして

は、吉野座長からお諮りするお時間を頂戴しておりますので、後ほど改めて議題としてご

説明いただく予定でございます。 

続きまして、（２）でございます。これまで推進会議で取り組んでまいりました各事業の

取り組み状況につきまして、簡単にご紹介をさせていただきます。まず、推進会議の成果

物、取り組みでございます。現在、J-FLECウェブサイトにおきましてアーカイブとして掲

載をさせていただいております。 

そして、次のページでございますけれども、動画講座マネビタにつきましても、J-FLEC

ウェブサイトにマネビタページを新しく作りまして、こちらでご覧いただきやすいように

ということで、今取り込ませていただいております。7月 17 日には、新年度の学校講座も

始まっているところでございます。 

次のページでございます。この動画講座、マネビタでございますが、これまで金融広報

中央委員会様の動画で行ってきたわけでございますが、こちらを J-FLECの方で作成替え

いたしまして、4月 17日から公開をしておりまして、また左側、厚労省様、JASSO様こ

ういったところとも意見交換をさせていただきまして、内容を更新しております。現在、

金融と経済を学ぶ、ライフプランを描く、お金を借りる、お金を増やす、リスクに備え

る、トラブルを避ける、こういった大きな６つの項目につきまして、合計 18本の動画で公

開をさせていただいております。 

次の 10ページでございます。マネビタにつきましては、このように、①でございます

が、使用許諾申請の不要化以降も、引き続き動画のファイルの提供要望もございまして、

私ども順次提供させていただくとともに、大学連携講座実施、大学での活用、こういった

ことも取り組ませていただいております。 

次に 11ページでございます。この動画講座、マネビタでございますが、gacco における

登録事業者数、これは４つの年度にまたがっておりますが、2万人の受講者数でございま

す。これは gacco 全体の一般的な講座受講者に比べましても多いのかなと思っておりま

す。また、満足度につきましても、右下 96.6%の満足度をいただいております。 

続きまして、12 ページでございます。一方で、私どもマネビタにつきましては、

YouTube で動画を公表させていただいております。こちらにつきましては、最初の黒丸で

ございますが、2023 年 10 月から 25 年 3 月まで一年半ほどの動画の再生数 13万 8 千回ほ
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ど数えてございます。下のグラフにございますが、Xなどで広告を行いますと、再生回数

が増える。ただ、それが終わると、また再生数が元に戻ってしまう。そういったことを悩

みとして抱えております。 

続きまして 13ページでございます。同じくマネビタでございますが、この gacco と

YouTube で、視聴の内容につきまして、グラフ化したものでございます。右側 gacco につ

きましては、一年間で通算 2万 5千回でございますが、ほぼ均等に視聴がされているのか

なと見ておりますが、一方 YouTube の方につきましては、これは一年半のデータではござ

いますが、家計管理、そして資産運用、確定拠出年金、こういったトピック的なところが

多く見られているのかなと見て取れます。 

続きまして、14 ページでございます。大学連携講座でございます。こちらにつきまして

も、2つ目の四角でございますが、2025 年度から、J-FLEC担当講座のすべてにつきまし

ては、J-FLEC講師が担当するということで、役割分担、J-FLECの部分と、その他、FP

協会様、生命保険文化センター様、損害保険協会様、信託協会様、こういったご協力もい

ただきながら、継続して実施をしているところでございます。改めて御礼申し上げます。

また、3つ目の四角でございます。これまで、開講期間最長３年としていたわけでございま

すが、私どもの派遣講師の内容、講師陣も充実してきたことから、この３年間という縛り

を取り払いまして、期限限定なしということで進めていきたいと思っております。私ども

のホームページも、早速直していきたいと思っておりますので、ご報告でございます。 

続きまして 15ページでございます。今年度でございますが、新たに６先の大学が加わっ

ていただきまして、前期 12先、後期 17 先ということで、合計 29先でございます。私ど

もこの大学連携講座先の大学も増やしていきたいと考えておりまして、良いお知恵、ご意

見などいただければ大変ありがたく存じます。 

続きまして、（２）でございます。私ども金融経済教育推進機構、J-FLECの事業につき

まして、昨年 8月から業務を開始しているわけでございますが、この業務の状況につきま

して簡単にご紹介でございます。まず、組織概要でございますが、こちらは皆様方すでに

ご承知いただいているかと思いますが、昨年 4月に設立をいたしまして、職員数も今 77

名ほどに増えて運営をさせていただいております。ウェブサイト、そしてXのアカウント

も設けておりますので、ぜひご覧いただければと思います。右側、目的のところでござい

ますが、括弧のところ、金融経済教育の推進というのを、法律上、明確にうたってござい

まして、私どもの大きなミッションでございます。 

続きまして、次のページでございます。私どもはミッションとビジョン、そして親しみ

やすいキャラクター、こういったものを設定させていただいております。一番のミッショ

ンにつきましては、一人一人が描くファイナンシャルウェルビーイングの実現をしてい

く、そのことによって自立的で持続可能な生活を送ることができる社会づくりの貢献を、

そしてビジョンにつきましても、私ども金融リテラシーの向上を図るプラットフォーマー

ということで、個人の多様性に即した金融経済教育の提供、そして今と未来の暮らしをよ

り良くする金融サービスの活用と資産形成と活用、こういった支援を明確にうたわせてい
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ただきました。 

続きまして、次の事業概要でございます。先ほど私ども安藤からもご紹介がありました

が、五本柱で事業をさせていただいてございます。特に、この五本柱の中でも、私ども認

定アドバイザーの役割がとても大変重要でございまして、次のページで簡単にご紹介をさ

せていただきます。 

この認定アドバイザーでございますが、金融庁金融審議会のタスクフォース中間報告に

基づきまして、こういう制度を設けましょうということで明確にしていただきました。簡

単にございますけれども、家計管理、資産計画、積立NISAなどの税制優遇制度や年金制

度、多様化する金融商品サービス、こういったものについて気軽に相談をして、継続的に

良質的なアドバイスを受けられる環境の整備ということが重要であると。しかしながら、

顧客の立場に立っているとうたいながら、特定の金融事業者や金融商品に偏ったアドバイ

スが行われているケースが見られるということで、顧客にとって誰が信頼できるアドバイ

ザーであるかがわからない、こういった課題があるということで、この見える化を図って

いこうということで、アドバイザー制度が創設されたわけでございます。 

次のページでございますが、このアドバイザー制度でございます。一番上のところでご

ざいますが、私ども J-FLECでは、私どもが定める認定要件に合致して、所定の審査に通

過した個人を、一定の中立性を有する顧客の立場に立ったアドバイザー、認定アドバイザ

ーとして認定、公表をさせていただいております。この認定アドバイザー、最初のひし形

にございますが、家計管理、生活設計、そして資産形成支援制度、金融商品サービス、消

費生活相談、こういったアドバイスを行うものということで、次の四角にありますよう

に、この認定アドバイザーの氏名のほか、本人の経歴も私どものホームページで公表いた

しております。また、所定の審査を通過しました認定アドバイザーにつきましては、講師

派遣事業や、無料の相談事業を行うということも明確に書いてございまして、右下、絵が

ございますけれども、J-FLECの中では、講師や相談員として任務を担っていただくと。J-

FLECの外では、もともと持っている資格に基づいて、金融アドバイスなどをしていただ

く、こういった役割でございます。この J-FLECの外で行うアドバイス業務につきまして

は、次の一番最後の四角にありますが、はじめてのマネープラン割引クーポン配布事業と

いうことで、初めてこういったサービスを受ける個人の方には、J-FLECが割引クーポン

を補助する、こういった事業も行わせていただいております。 

次の 22ページでございます。認定アドバイザーにつきましては、要件がございまして、

まず一番上、次のいずれにも該当しないことということで、先ほど申し上げております

が、中立性、公正性の観点ということで、まず、いわゆる金融機関等に所属していないこ

とや、2つ目の矢じりにありますけれども、そうした金融機関等から、何らかの報酬を受

けていないことということで、中立性、独立性を重要視した要件を設けております。また

２番目でございますが、こちらは一定の資格要件と一定の業務経験要件を有していること

というのを書いてございます。基本的には後ほどもご説明いたしますが、いわゆる FP関

係の資格を持っている方が大半を占めておられます。３番目以降は、一般的な認定要件と
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思っております。 

続きまして、23 ページでございますが、認定アドバイザーにつきましては、その信頼性

を担保するために遵守する事項ということで、行為基準も設けてございます。この一番

目、法令遵守、そして信頼性の保持、その他ということで、こういった行為基準を求めて

遵守するようにというのを認定アドバイザーに求めておりますとともに、2つ目の四角で

すが、毎年の更新制ということで、仮に行為基準に違反する行為が認められた場合には認

定取り消し、こういった処分も行うことになっております。 

24 ページでございます。私ども、先ほどのミッションの実現ということで、３つのステ

ップ、まずは講師派遣、もしくはイベント・セミナーに参加をしていただいて、ライフプ

ラン、家計管理、資産形成などの重要性について、まずはご認識をいただいて、ステップ

２、はじめてのマネープラン無料体験を受けていただいて、ご自身が取るべき具体的な行

動が何かというのを知っていただくとともに、お金に関するアドバイスの価値や意義を認

識していただきたいなと思っております。ステップ３でございますが、その上ではじめて

のマネープラン割引クーポンということで、実際に自分が取るべき具体的な行動について

の理解を深めていくために、こういったクーポンを使っていただきたいと思っていまし

て、こういったステップを踏むことで、左下ですが、個人の金融意識、金融行動の変容、

こういったものを図っていただき、それが最終的に一人一人が描くファイナンシャルウェ

ルビーイングの実現へということで、私ども、絵を描いてございます。 

25 ページでございます。私どものこれまでの事業開始状況でございます。昨年 8月に業

務を始めまして、ホームページもリニューアルいたしました。その後、赤い字を中心にご

紹介いたしますが、はじめてのマネープラン、電話相談、そして 8月下旬には講師派遣出

張事業の申込受付、10 月にははじめてのマネープラン無料体験の申込受付、そして 11 月

には割引クーポンの申込受付ということで、順次事業をスタートさせておりまして、昨年

12月からフルで業務が始まっている、そういう状況でございます。 

次の 26ページでございます。私どもKPIということで、設定をさせていただいており

まして、ホームページでも公表させていただいております。左側でございますが、まずア

ウトプットということで、J-FLECにおける講師派遣数、年間実施回数ということで、1万

回、そして参加していただく人数も 75 万人ということで設定をしております。これは、そ

の下の米印にありますが、これまで金融庁様、各団体様で行ってこられた年間の回数、前

回参加人数 30 万人、こういったものを大幅に増やしていこうということで、意欲的な目

標値かなと思っております。右側アウトカムでございますが、金融リテラシーの向上、そ

して金融意識、行動の変容ということで、それぞれ比率を上げていこうということで、こ

ちらもアウトカムということで公表させていただいております。こういった目標も、私ど

もの課題の一つでございます。 

続きまして、27 ページでございます。こちらは、認定アドバイザーの認定状況というこ

とで、基本的なご説明をいくつかさせていただきます。5月末現在で、1,282 名の認定アド

バイザーを登録済みとさせていただきました。ホームページで、私どもは、これらの方の
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リストを公表しております。ご覧いただきますと、男女比でだいたい 6:4 で男性、年代別

で見ますと 50 代以降の方が多いかなと。そして保有資格ですと、左側三つでございます

が、87％、ほぼ FP関係の資格を持っている方が多く占められてございます。その他、消

費生活相談員の方や、証券外務員 1種、士業の方々、アナリスト、こういった方々も入っ

てございます。 

そして次の 28ページでございますが、この認定にされた方々の分布状況でございます。

都道府県別に表示しておりまして、左下関東ブロックは東京、神奈川などがとても多いわ

けでございますが、各地このような状況です。つい最近まで、認定アドバイザーがいない

地域も実はございましたが、私どもで営業努力もいたしまして、ゼロもなくなりましたの

で、すべての地域で、認定アドバイザーが今存在している状況でございます。 

続きまして 29ページでございます。私どものこういった認定アドバイザーの方を、講師

派遣をするわけでございます。一番上のところにございますが、企業、学校等に J-FLEC

の講師を派遣いたしまして、出張授業、これはすべて無料でございますが、実施をいたし

ております。この講師派遣でございますが、金融リテラシーマップに沿って年齢層別に最

低限身につけるべき金融リテラシーを習得いただけるような研修授業を実施しているとこ

ろでございます。表がございますが、小学生から中高大、そして若手の社会人、中堅、ベ

テランという形で、世代ごとにどういう内容について学んでいただくのが適当かというこ

とで、学べる内容の例ということで、このような形で紹介をさせていただいております。

この下にございますが、この他、特別支援学校向けや、学校の先生向けにも行っています

とともに、この講義資料につきましては、私どものホームページでも公開をしております

ので、ぜひ一度ご覧をいただければと存じます。 

次の 30ページでございますが、この講師派遣のアンケート結果の状況も個別にとってお

ります。今年度は、5月末現在で 307 件講師派遣を実施いたしまして、昨年度はここにあ

りますけれども、2,306 件の講師派遣を実施をいたしました。アンケートをとりますと、

五段階評価で、満足度も 4.41 という評価をいただいております。下に円グラフがございま

すが、受講前に比べて金融経済に関する興味・関心が湧いたか、「はい」が 77％、また、

今後も金融経済について学びたいと思ったか「はい」が 74%という評価を頂戴しておりま

す。 

続きまして 31ページでございます。この講師派遣の派遣先でございます。右下、今年度

は、まだ二ヶ月ということもございますので、これは 5月末時点ですので、4月、5月分

の二ヶ月ということで 307 件。昨年度は、2,306 件ということで、括弧で内書きにしてお

りますが、ご覧のような形で、各地で講師派遣も実施しております。当然、人口の多いと

ころがどうしても多いという形も見受けられるわけでございますけれども、例えば東北、

岩手県や、右下、沖縄県、こういったところも講師派遣の実績が上がってございますの

で、必ずしも人口に対比されているというわけでもないのかなと思ってございます。 

続きまして、32 ページでございます。教材、コンテンツにつきましては、先ほども簡単

にご紹介をいたしました私ども金融リテラシーマップに基づきまして、年齢層別の標準講



10 

 

義資料を作成して、提供を申し上げてございます。 

続きまして、33 ページでございます。イベント・セミナー事業でございます。私どもで

は、全国各地で、社会人向け、そして事業会社向け、会社の経営者様向け、そして学校の

先生向けといった形で、いろんな属性別にお金に関する無料イベント・セミナーを開催し

てきております。基本は対面での実施でございますけれども、ケースによりましてはオン

ラインによる参加や、そのオンラインでやったものを動画で撮りまして、後日オンデマン

ドで動画で見ていただく、そういったことも行わせていただいております。対象者も、こ

の表にございますが、社会人、事業会社、教員、親子ということで、それぞれ関心事や、

知っていただくべき内容などがそれぞれ若干異なりますので、そういったことでテーマ設

定もさせていただいております。 

実際のイベント・セミナーの開催状況が、次の 34ページでございます。左上の 2つ目で

ございます。今年度は、5月末現在、二ヶ月間で 11件実施をいたしましたが、昨年度は

215 件のイベント・セミナーを実施いたしました。日本地図をご覧いただきますと、赤い

のが一般向け、黄色が学校向け、青が職域向けという形でございます。この名前が書いて

あるところは J-FLEC単独ではなく、実際の地域の関係先と一緒に共催という形で取り組

ませていただいたものをお示ししております。無印が J-FLEC単体で行ったものでござい

ます。その他、商工会議所、証券取引所や、FP協会の支部の方、地方の自治体、こういっ

たところが名を連ねていただいております。 

続きまして、35 ページでございます。こちらは、私どもが単独で行った主催セミナーで

ございます。今年の 1月から 3月にかけましてはじめてのマネーレッスンということで、

下の表にありますが、3回続きのものと、特別編ということで、公務員向けと教員向けの

計 5回を実施いたしました。第 1回のセミナー満足度をご紹介していますが、72％とご評

価いただいておりますとともに、受講者の声も書いてございますが、大変好評だったとい

うことで、後ほどご覧をいただければと考えてございます。 

続きまして、36 ページでございます。イベント・セミナー事例ということで、J-FLEC

の試みといたしまして、金融機関をはじめとする関係先と一緒に共催事業をしていこう、

イベント・セミナーをやっていこうというのが、私どもの取り組みでございます。このた

めですが、2つ目の四角にありますけれども、とは申し上げましても、やはり J-FLECと

して、中立性、公正性というものは維持しなければなりませんので、そういったものを配

慮しながら、実際地域に根ざしている金融機関様とコラボすることで、より地域の方々の

参加も促せるというメリットもございますので、今後ともその地域の金融機関様のみなら

ず、いろんな関係先とイベント・セミナーなどもやっていきたいと考えておりますし、本

日お集まりいただいている関係団体様におかれましてもぜひ一緒にやってみようというこ

とでおっしゃっていただければ、私ども大変ありがたいなと思っております。 

そして、37 ページでございます。これは、今年の 3月に、グローバルマネーウィークに

あわせまして、イベント・セミナー事業を実施したというご紹介でございます。毎年 3月

にOECD主催で、我が国は、金融庁様と日銀様と一緒に今年参加させていただきまし
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た。今年、私どもは「かえたかえた」という絵本を作りまして、これに基づいて、かいが

ら書店という架空の本屋さんを出店するというプロジェクトを実施いたしまして、二子玉

川で 3月 8日から 21 日にかけて実際に実施いたしました。イベント会場では、参加され

た親子の方が持っている大事な物と絵本を交換するというイベントでしたが、実際に物を

いただくわけにもいきませんので、物をいただくのではなく、その物を写真に撮らせてい

ただいて、その写真と絵本を交換をしていただくと。家に絵本を持って帰っていただい

て、親子で読み聞かせをしていただいて、金融についてお金にまつわるいろんなお話を家

の中でやっていただきたい、そういった思いで行わせていただきまして、大変好評だった

というふうに私ども評価をしております。 

続きまして 38ページでございます。こちらは金融庁様の金融経済教育イベントに私ども

が協力させていただいておりますというご紹介でございます。右下にございますが、3月

から各地域におきまして実施されておりまして、私どもも、協力の概要というのが中ほど

にございますけれども、金融経済教育に関する講演や、ミニ相談会、認定アドバイザーを

登壇させての協力や、貯金箱作成ブースの出店や、それぞれの地域ごとのニーズに合わせ

て、私どもが、出し物ということで提供させていただきまして、今後もまだ続きますの

で、引き続き協力させていただきながら、全国各地で金融経済教育を盛り上げていきたい

なと考えております。 

続きまして、39 ページでございます。こちらははじめてのマネープランでございます。

今年度、４月 5月の二ヶ月間ですが、30件の個別相談の実施をいたしまして、これまでの

相談者アンケートの結果を見ますと、五段階評価で 4.73 と、これは高い評価を頂戴してお

ります。左側、相談分野ですけれども、家計管理、生活設計で約半分ぐらい、その後に資

産形成、そして保険といった内容が続いております。相談者さんの年代も各年代にバラン

スよくバラけているのかなという感じでございます。主な感想でございますが、2つ目、

口調も柔らかく、金融の見識も深く、営業せずにしっかり話をしてくれて大変勉強になっ

たですとか、3つ目、金融機関等の商業的セールス活動の中で、情報を得ようとしても中

立的な内容を得るのが難しかったと、もっとバランスが取れた情報アドバイスをもらいた

かったので、今回の面談は意義のあるものだったという評価をいただいております。 

そして、次の 40 ページでございます。こちらがはじめてのマネープラン割引クーポンの

状況でございます。こちらにつきましても、4月 5月の状況ですが、94 件ということでご

ざいます。昨年度は 264 件のクーポンを配布させていただきました。そして、実際の利用

者アンケートですが、五段階評価で 4.89 という評価を頂戴しております。そして今後も有

料のアドバイスを受けたいかという右側の円グラフ「はい」が 97%ということで、とても

評価を高くしていただいたのかなと思っております。主な感想でございます。最初のポチ

でございますけれども、最後の方、クーポン事業を知り得たことは大変ありがたかったと

いうことでおっしゃっていただきました。また 2つ目でございます。相談を通じて、自分

たちが欲しかった気づきを的確に得ることができたことや、3つ目のポチでございます

が、後半部分でございますね、夫婦で協力し合えるようになり、本当に相談してよかった
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と、漠然とした不安を手放せたことで、これからの人生をより前向きに楽しく過ごせそう

ですという評価を頂戴しております。 

続きまして、41 ページでございます。このはじめてのマネープラン割引クーポンにつき

ましては、認定アドバイザーの中から、選りすぐりの方が担っていただいているわけです

が、283 名の方がこの割引クーポンを担っていただく方々です。分布がこのような感じに

なってございまして、どうしても首都圏に多いのは否めないのですが、ゼロの県がまだい

くつかございますので、この県を、ゼロをなくしたいなというのを今、一生懸命取り組ん

でいるところでございます。 

続きまして、42 ページでございます。五本柱の五本目がこちらでございまして、学校等

支援ということでございます。こちらは旧金融広報中央委員会様や、これまでの金融団体

様で行われてきたいろんな事業がございますが、それを J-FLECとして引き継ぎ、さらに

発展させていくということで、今、取り組みを進めておりまして、まず金融経済教育研究

校でございます。こちらは、金融経済教育に関する研究活動実践に積極的に取り組む学校

を指定いたしまして、研究費の助成でございますとか、研究実践計画などのアドバイス提

供、こういったことを今行ってございます。今後、研究実践の報告は、J-FLECのホームペ

ージでも今後公表してまいりたいと思います。また、2つ目、学校教員支援研究会でござ

いますが、こちらは J-FLECの中にございまして、ひし形が３つございますが、学習指導

案の制作ですとか、研究校で実際に研究されたり、実践報告された実践事例などを作成し

ていただいたり、あとは実態調査、こういったことの取り組みをしていただくために設置

したものでございます。成果物につきましては、J-FLECのホームページでも公表してまい

りますので、学校関係の方々に広く活用いただければ大変ありがたいかなと思っていま

す。 

この中の一つ、学習指導案につきまして、次の 43ページでございます。この学習指導案

につきましては、実は私ども上の四角にありますが、小中高で、社会科・公民科、家庭

科、総合的な学習の時間、こういったところで使っていただけるような金融経済教育に関

する学習指導案を今作って取り組んでいるところでございます。スケジュールは３つござ

いますが、一番上が公表まで今終わっておりまして、私どもの標準講義資料を使った学習

指導案を公表したばかりでございます。今後、私どもの教材や、動画などを用いた学習指

導案づくりに今着手しているところでございますので、こちらも順次公表してまいりたい

と考えております。できましたら、ぜひ一度ご覧をいただければと存じます。 

次に 44ページでございます。先ほどKPIのお話をさせていただきましたが、こちらが

今年 3月末現在のKPI の達成状況を表にしたものでございます。まず、アウトプットでご

ざいます。年間 1万回、75 万人という目標設定でございまして、右下にございますが、昨

年度 1万回のところ、4,887 回、48％、参加人数 75 万人の目標に対して 31万１千人、

41%という数字でございました。J-FLECができる前の数値が、半分ぐらいと先ほどご紹

介いたしましたが、その数値とほぼ同じぐらいの数字から始まっている、そんな状況でご

ざいます。 
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続きましてKPIの 2 つ目のアウトカム関係でございます。金融リテラシーの向上につき

まして、金融の知識判断力を問う問題についての正答率を上げるという形になってござい

ました。こちらにつきましても、下のところでございますけれども、私ども、「複利」「分

散投資」「保険」、この三つの分野でこの数値を計測しているわけでございますが、分散投

資につきましては、受講直後の数値が大幅に上がっているということで良かったわけです

が、それ以外につきましては、逆に下がっているという状況もございました。今後、九ヶ

月後の調査などもございますので、そういった全体感を見ながら評価をしてまいりたいと

考えております。また、最後のKPI、アウトカムの金融意識の行動変容、金融意識、行動

の変容のところでございます。こちらも、①生活設計等への意識を持つ割合、取り組みと

外部知見の活用、こういった目標設定をさせていただきまして、①生活設計の策定のとこ

ろにつきましては、受講前、受講後と比べましてトータルでプラマイゼロみたいな感じに

なってございますが、もともととても高い数値のアンケート結果からスタートしていると

いうところもございまして、若干プラス 3.7 などと上がってはいるものの、こちらも引き

続き九ヶ月後の調査を見ていきたいなと思っております。また下の外部知見の活用のとこ

ろにつきましても、真ん中のところ、「特にない」が今後相談するつもりであるというとこ

ろが、ほとんど変わっていないわけでございますが、こういったところが大幅に上がって

いけばいいのかなと思っておりまして、この辺のところも九か月後調査などを見ながら引

き続き検証してまいりたいと考えております。大変長々と失礼いたしました。私からの説

明は以上でございます。 

 

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

それでは説明がありました金融経済教育推進会議の位置づけについては審議事項として

おりますので、本件については吉野座長に進行をいただきます。吉野座長、よろしくお願

いいたします。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

よろしくお願いいたします。それではまず、この最初にご説明ありました金融経済教育

推進会議の設置要綱につきまして、もし何かご意見がございましたら、お受けさせていた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。私が見る限りはきちんとした内容ではないか

と思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。皆様、これに同意していただけ

るということでございますので、本件はご了承いただいたということにさせていただい

て、先に進めさせていただきます。 

 

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

ありがとうございました。 

続きまして、十八親和銀行様、おきなわフィナンシャルグループ様、F学様から順次ご

発表をいただきます。おきなわフィナンシャルグループ、宮里様からご発表をいただきた



14 

 

いと思います。宮里様、よろしいでしょうか。 

 

【宮里 直志（（（株）おきなわフィナンシャルグループ総合企画部副部長兼務サステナビリ

ティ推進室長）】 

おきなわフィナンシャルグループの宮里と申します。それでは、当社の取り組み状況か

らご説明させていただきます。よろしくお願いいたします。私、おきなわフィナンシャル

グループ総合企画サステナビリティ推進室の宮里と申します。よろしくお願いいたしま

す。それではまず、おきなわフィナンシャルグループにおける金融経済教育の取り組みと

いうことで、ページをめくっていただきまして、1ページ目でございます。当社では、金融

リテラシーの向上を目的した初の試みといたしまして、2023 年の 11 月になりますが、金

融経済教育シンポジウムを開催しております。ご参加いただきましたパネリストの皆様か

ら、産学官金の連携した取り組みや J-FLEC様との連携体制の構築などいったご提言がご

ざいました。また、ご参加いただいた参加者の声といたしまして、子どもの貧困、大人の

貧困の解決を真剣に考えたいといったご意見や、産学官金が協力して取り組む未来が見え

たといった声もいただいております。このシンポジウムを通しまして、参加者だけではな

く、私どもも金融経済教育について総合的な理解を深める機会となったほか、現在の取り

組みをさらに発展して、つなげていこうという契機にもなりました。 

それではページをめくっていただきまして、こちら次年度の内容になりますけれども、

先ほどのシンポジウムを開催した後、翌年 2024 年 4月から当社の第二次中期計画を策定

しております。この第二次中期計画では、目指すべき解決すべき重要課題の一つといたし

まして、子どもの貧困問題の解決を掲げてございます。そこを実現していくために、戦略

として県民所得の向上、資産形成支援を定めております。また、その具体的なアクション

といたしまして、金融リテラシーの向上に向けた学校教育等への支援、出前授業の実施と

いうのを実行計画として策定しまして、取り組んでいるところでございます。 

ページをめくっていただきまして、３ページ目でございます。こちら具体的なアクショ

ンとして定めました、先ほどの出前授業、くらしとお金の教室ということで、取り組みを

ご紹介させていただきたいと思います。実施内容が多岐にわたるため、時間の都合上トピ

ックスの紹介とさせていただきたいと思います。第 1回のシンポジウムを開催した翌年の

2023 年 12 月から、くらしとお金の教室の取り組みに向けて本格的な実施を行ってござい

ます。まず、2023 年 12 月にはくらしとお金の実際の申し込み受付をホームページで開始

しております。また、その後、2024 年 3月にはくらしとお金の教室のCMを作成いたしま

して、こちらで放映させていただいております。こちらでCMの一部をご紹介させていた

だきたいと思います。動画をご覧いただければと思います。 

【動画の再生】 

簡単なバージョンでございますが、今CMの方を少しご覧いただきました。今見ていた

だいた通り、出前の授業ということで、当行の職員が各学校等に出向きまして、金融のお

話を少しさせていただいているという取り組みでございます。こちらにつきましては、ホ
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ームページの方でロングバージョンも公開してございますので、お時間がある際にご覧い

ただければと思います。続きますが、9月には興南学園、興南高校様と連携いたしました

くらしとお金の教室、投資教育というのを実施してございます。この授業につきまして

は、後ほど動画内での一部をご紹介させていただきます。2024 年の実績といたしまして

は、沖縄県内の高校 42 校、回数といたしまして 142 回、中学校他 22校 26 回、計 64 校

168 回の講義をさせていただいております。また、現在、25年度の取り組みを行っている

ところでございますが、こちらにつきましても、県内中高に向けまして実施をこれから進

めていくところでございます。   

次のページをお願いいたします。2025 年におきましては、2025 年 2月に第 2回の金融

経済教育シンポジウムを開催いたしております。開催につきましては、当行が提供してお

ります SDGs関連を紹介する当社のテレビ番組 17のたねというのがございますが、こち

らの方でご紹介させていただいておりますので、こちらも少し映像の方をご覧いただけれ

ばと思います。5分程度になりますが、よろしくお願いいたします。 

 【動画の再生】 

いかがだったでしょうか。少し長い映像になりましたけれども、このように第 2回シン

ポジム開催を通じまして、金融経済教育の取り組みが発展的に広がっていると感じている

ところでございます。 

次のページお願いいたします。次のページでは、金融経済教育シンポジウムを契機とい

たしました連携が広がった事例を一つ紹介させていただきたいと思います。第 2回シンポ

ジウムにご参加いただいた沖縄県私学教育振興会様が、当社のグループの取り組みに強い

関心をお持ちいただきまして、連携の打診を受けたものでございます。当社グループにお

きまして、私学教育振興会様へ、J-FLEC様、大和証券様をマッチングいたしまして、金

融リテラシー向上を目的としました教員向けの研修会を開催してございます。研修会を通

じまして、今後小中高へのさらなる授業の実施拡大が見込まれていると考えております。 

次のページをお願いいたします。次のページでは、当社グループが抱える金融経済教育

の課題についてでございます。これまで、先ほどご紹介した通り、当社グループでは出前

授業を多く実施してございます。その中で、各学校関係機関への授業の提案から実施まで

一貫した経験を通じまして、現場の意見、また見えてきた課題等をまとめたものでござい

ます。現場の講師等からいただいた意見としましては、生徒や教育、保護者の皆様から、

授業実施自体については前向きな意見が非常に多く聞かれてございます。その一方で、計

画的な実施、授業自体の質の向上に向けて、自社だけではなく関係機関との連携が必要と

の声もございました。また、授業の実施に向けて課題が多いことも事実でございます。課

題といたしましては、授業カリキュラムがすでに決まっておりまして、なかなか学校側の

方で時間が取れないというような意見も聞かれました。また、当行が講師の確保がかなり

難しいということもございました。また、各関係者の共通の課題として、金融経済教育の

必要性は認識しているものの、実際に自分のこととして捉え、行動に移してないといった

課題があると感じております。 
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最後のページでございます。ここまで当社グループの取り組みや状況をご紹介させてい

ただきました。その上で、今後の展望について少しお話しさせていただきたいと思いま

す。県内の金融リテラシー向上、引いては子どもの貧困問題の解決は、すべてのステーク

ホルダーの共通目標であるかと存じております。その一方で機関ごとに取り組みを行って

おりますものの様々な課題がございまして、その課題が取り組みを進める上でのハードル

になっている可能性が高いと感じているところでございます。こういったハードルにつき

ましては、一機関で解決できなくても、各機関が連携することで解決できる課題も多いと

考えております。今後につきましては、産学官金それぞれが金融経済教育について今一度

自分ごととして捉え、有機的に連携していく必要があると考えてございます。 

今後でございますが、当社グループでは、これまでの取り組みやネットワークを活かし

まして、産学官金の有機的な連携をより具現化して進めていくために、これまで以上に各

機関の皆様と連携を深めながら、金融経済教育の取り組みを加速してまいりたいと考えて

おります。駆け足になりましたが、以上でございます。 

 

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

ありがとうございました。続きまして、F学、園田様からご発表いただきます。園田

様、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 

【園田 裕樹（（（株）F学代表取締役）】 

皆さん、こんにちは。F学の園田と申します。弊社は、金融教育を展開しておりますの

で、現場の実態と金融教育を推進するうえで参考となる情報を共有させていただきます。

時間も限られておりますので、自己紹介は簡略化して話します。 

改めて、株式会社 F学の園田と申します。弊社の事業としては、資料左下のファイナン

シャル学院と、資料右下の F学キッズという２つのサービスを展開しています。ファイナ

ンシャル学院は一般向けではなく、金融機関や士業などの専門家に向けた、金融知識に関

する研修やコンテンツ開発などを提供しています。Ｆ学キッズは子供向けに自社開発し

た、通年のカリキュラムを活用し、金融教育を展開しています。特徴としては、金融商品

は一切扱わず、金融機関との提携もなく、とにかく中立性にこだわって、金融教育のみで

事業を展開している会社です。 

まずは弊社が考える、金融教育の必要性や効果について共有します。 

1 つ目は、キャリアの選択肢拡大という効果です。例えば、大学生が就職活動を行って

いる状況をイメージしてください。就活生が就活を通じて「そんな仕事もあるんだ、こん

な仕事もあるんだ」と経済の構造を学び、人生の選択肢が拡大するような状況です。まさ

にこのようなシーンも金融経済教育の対価ではないかなと考えております。 

2 つ目は資産管理能力の強化です。 

3 つ目はリスク管理力の強化です。詐欺などの被害の防止にも効果があると考えます。 

必要性というよりも、加点要素という観点では、判断力の強化があげられます。数値的
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な根拠を持って行動の選択ができるようになることも、一つの対価だと考えます。 

このような点からも金融経済教育は重要だと考えますが、期待するペースで普及が進ん

でいないのが現実です。考えられるその要因を、４つ共有します。 

資料の①、②を見てください。例えば、新NISAですが、想定以上のペースで普及が進

んでいます。利用額でみると５年で２倍を目標にしていたところ、３年目にして、その目

標値を超えています。口座数も、ご存知の通り、普及が進んでいます。その要因として、

YouTube や SNS を通じた配信数の拡大による効果が大きいと考えます。またその中身をみ

ると、わかりやすく解説してあるコンテンツが多く並んでいます。このようなコンテンツ

が金融を身近に感じる機会に繋がり、新NISAの普及に繋がっていると推測します。 

逆説的に考えると、金融経済教育の重要性に関する発信の数や、わかりやすく学ぶため

のコンテンツ不足が、想定のペースより金融経済教育が進んでいない要素の一つかと考え

ます。 

次に、報道による影響です。金融や経済に関する報道をイメージしてください。「景気が

良くなりましたとか、相場がぐんぐん上がっています」といった、報道を目にする機会は

多くありません。どちらかというと、2025 年 4 月の相互関税の発表による相場の急落や、

金融危機などマイナスな経済情勢に関する報道の方が数としては多く、視聴者側の印象に

も残りやすいかと思います。詐欺の被害に関しても、例えば J-FLECの取り組みが詐欺の

軽減に繋がった、というような報道を目にする機会は多くないと思います。一方で、投資

詐欺によって何億円の被害とか、詐欺被害の増加といった報道の方はよく目にします。こ

のような報道は、初めて投資の一歩を踏み出そうとされている方々の足踏みに繋がりま

す。このような点に関して、よりポジティブな面の投資や金融経済教育に関する報道の必

要性を感じています。 

最後に資料一番下の４つ目です。現状、金融リテラシーが不足する事態に危機感を覚え

ている国民は多くないという印象です。その背景としては、充実した社会保障制度や、こ

れまでの低金利かつデフレ経済という環境の影響が大きいと考えます。金融経済教育の必

要性を認識はしているものの、上記の経済環境から「どうにかなるだろう」という楽観的

な発想に繋がり、なかなか優先順位が高まらない状況だと想定します。 

以上を踏まえ、金融経済教育を普及させるためのポイントは２つあると考えます。資料

の①と②です。左上の箇所ですが、一つは危機感と課題感の認識で、もう一つは具体的な

成果物の想像です。事例を絡めて解説します。 

まずは１つ目です。とある企業が一般人向けに金融教育のコンテンツを開発した際の事

例です。一つは、株式やNISA、iDeCo など資産形成全般の知識を強化するためのコンテ

ンツ。もう一つは相続関連の知識を強化するためのコンテンツでした。それぞれのコース

への申し込み数を比較すると、資産形成コースよりも相続関連コースの方が 5倍くらい多

い申込数でした。その理由として以下のように推測します。資産形成に対しては、現状以

上の生活を望むのに必要な知識という印象が強い反面、相続に関しては知識の有無で機会

損失が生まれるのではないかという危機感や課題感があり、この申し込み数の差が生まれ
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たと想定しました。 

次に、子供向け金融教育の事例です。子供に金融教育を受けさせたきっかけを保護者の

方々にインタビューした結果です。コメントの一例として、「現在、物価が上がり、金利も

動いて、不安だし、実際に苦労している。同じ思いを子供にさせたくないので、子供に金

融教育を早くから受けさせたいと思った」という声が多く上がっています。他にも、不登

校の子供を持たれる保護者の方から、「学校に行くかどうかはさておき、子供には社会に出

て、いずれは立派な社会人になってほしいと考えている。そのために世の中の構造を知る

ことが重要だと考えており、金融教育を学ばしています」というようなコメントもありま

した。この二つに共通するのも、危機感や課題感だと思います。このような事例からもよ

り具体的な危機感や課題感へ遡及することが金融経済教育の普及に対して、一つポイント

になってくると考えます。 

最後に資料一番下の③番、成果の強調についてです。 

広告は具体性があると、より効果に期待できると言われますが、金融経済教育に関する

広告はどうでしょうか。資産形成の意義のような観点をまとめてあるものが多い印象で

す。一方で、J-FLECの資料等を見ると、金融知識と資産額の連動性が高いなど、具体的な

数字で、この金融経済教育の価値が表現されています。そういった具体的な効果をもっと

発信していくことも、一つポイントになってくると思います。 

最後に、金融経済教育の推進に向けて３つの施策を検討しました。それぞれを紹介して

発表を終了します。 

まずは１点目です。金融経済教育を学ぶ機会だけではなく、教える機会も増やす、とい

う施策です。自分のために学ぶ立場の人よりも、第三者に教えるために学ぶ立場の人の方

が、学習に対する意欲や、成長のスピードが勝るという経験則をもとにした発想です。例

えば、社会人が大学生に、大学生が高校生に、保護者が子供に金融経済を指導する場を設

けていくというようなイメージです。このような取り組みにより、教育を受けた側以上に

指導側の金融リテラシーの向上が期待できると考えます。このような観点では、金融経済

について教育する側の認定アドバイザーが増加している状況自体が、金融経済教育の推進

に繋がっているとみています。 

続いて 2つ目ですが、指導者の教えるためのスキルを強化するという施策です。例え

ば、プレゼン力やコミュニケーション力です。極端な話ですが、最近は SNSや AI が発達

していることもあり、手軽に情報が手に入る時代になっています。そんな中で指導者に何

が求められるかを考えると、情報量や質だけではなく、学習に対するモチベーションの維

持を支援する力みたいなところも、求められるのではないでしょうか。例えば、セミナー

をイメージしてください。ダラダラと話をしても参加者の集中力は維持されず、学びの質

は低下します。セミナーを集中して聞いてもらうためには、15 分おきぐらいにブレイクポ

イントを設けたり、対面とオンラインでは話し方や速度を変えたりと、話し手のスキルが

必要になります。教える側に対して、このようなプレゼン力や、コミュニケーション力の

強化を支援することで、より質の高い効率的な金融教育の拡散につながると思います。 
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最後に金融リテラシーが、受験の評価に絡むように促すという施策です。これは社会的

に顕在化しているニーズを活用して金融経済教育を普及させてはどうかという発想になり

ます。現場を見ていると、特に子供向けの教育は受験ニーズが高まっており、受験の合格

率に直結する習い事が優先される傾向があります。認知は低いですが、一部の試験内容に

は、すでに金融リテラシーの要素が含まれています。まずはそのような事実の周知を促し

たり、漢検、数検、英検ではないですけれども、信用の高い J-FLECのような機構が金融

検定を作成し、金融リテラシーを持った子供を評価する機会を設ける、というような取り

組みは金融経済教育のニーズの活性化に繋がると考えます。 

成長する過程で高校では理系か文系かを選択し、大学では学部を選択するように、大人

になるにつれて、人生の選択肢は狭まっていきます。小さい頃から世の中の構造を理解し

人生の幅を知ることは重要なことだと考えています。検定や受験の領域は本会議の議論外

かもしれませんが、その意義は大きいと考え共有させていただきました。 

足早ではあありましたが、参考になる情報が少しでも皆さんに共有できていればと願って

おります。私からは以上になります。ご清聴いただきありがとうございました。 

 

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

ありがとうございました。十八親和銀行、平口様ご準備できていましたらよろしくお願

いをいたします。 

 

【平口 友紀子（（（株）十八親和銀行総合企画部）】 

本日は、金融機関、行政、教育機関が連携して取り組んでおりますALL長崎金融リテラ

シー向上プロジェクトについて、この背景、連携、そして今後の展望についてご紹介させ

ていただきます。地域初の取り組みではございますが、一例として皆様のご参考になれば

幸いでございます。資料に沿ってご説明させていただきます。 

右下２ページをご覧ください。ALL長崎金融リテラシー向上プロジェクト推進協議会以

下ALL長崎と申します。発足になった経緯でございます。ご承知の通り、近年、生活環境

の変化や経済環境の変化により、生きていく中で金融リテラシー教育の重要性が増加して

おります。そんな中、長崎県は金融リテラシー調査で、全国 42 位の低位かつ県民所得が低

く、人口減少を抱える課題先進県であること、また、金融機関や団体で個別に金融経済教

育活動を推進して実施しているものの、各団体の専門分野に特化しており、何より 

離島を抱える長崎県では、すべての子供たちに金融経済教育が届いていないという現状が

ございました。そこで、2023 年７月に官学金が一体となってALL長崎協議会を組成し、

長崎県独自の金融経済教育推進体制、長崎モデルを構築いたしました。 

こちらの３ページでは、長崎モデルについてご説明しております。イラストの下側、黄

色の枠で囲っておりますALL長崎協議会は、長崎県内の金融機関、合計 67団体で構成し

ております。長崎県を通して高等学校に通知し、ご依頼があった高校にALL長崎協議会か

ら講師を派遣し、出前授業を実施しております。 
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４ページでは、組成のプロセスについて、協議会メンバーとなる長崎県内金融機関、長

崎県、長崎財務事務所、日本銀行長崎支店とそれぞれに求める目的の異なる３つの対象に

分類して、我々のアクションとそのスケジュールについてご紹介します。我々は、5月 24

日の長崎県広報委員会総会で協議会の趣旨についてご説明させていただくことからスター

トいたしました。まずは上段、青色の金融機関向けについて説明します。参加対象とする

団体のリストアップと同時に電話や訪問ができ、ALL長崎協議会の趣旨をご説明し、ご賛

同をいただけるか、活動に参加されるかについて伺いました。ご参加いただける中で考え

方が異なり、様々な団体様の気持ちを一つにするため、実際の活動がスタートするまでに

3回の実務者会を実施しました。実務者会では、ALL長崎協議会の存在に重要性を感じて

いただくため、発起人である長崎銀行協会会長、山川頭取や、長崎財務事務所長様、日本

銀行長崎支店長様、長崎県教育長様にもご参加いただき、ご挨拶いただきました。次に、

長崎県教育庁と学事振興課につきましては、学校現場にパイプ役をしていただくことを目

的に考えておりました。と言いますのも、多くの金融経済教育出前授業の経験者がお話を

されるとか、学校側が授業を受け入れていただくということです。学習指導要領 

が変わり金融経済教育を受け入れやすい環境ではあるものの、やはりセールスと思われる

ものを受け入れてもらえないのです。6月 9日に頭取や長崎財務事務所様、日本銀行長崎

支店長様で長崎県知事を表敬訪問し、協議会の概要についてご説明し、知事から強い協力

体制のご報告により、教育庁への学事振興課のご担当者までご連携いただき、ALL長崎協

議会の内容など、校長会や教頭会で通知いただきました。10月からのスタートまで３ヶ月

もない中で 

多くの高校に出前授業のご依頼をいただくことができましたのは、ひとえに教育庁と学事

振興課のおかげだと大変感謝しています。そしてこれは長崎県財務事務所様と日本銀行長

崎支店様とはALL長崎協議会の組織形態や目的についても何度も意見交換を重ね、各訪問

への説明に使用する資料作成や共通教材の作成につきましても協議し、サポートいただき

ました。様々な団体の価値観の違いなども、長崎財務事務所様や日本銀行長崎支店様、い

わゆるお墨付きをいただくことでスムーズに応援することができ、ALL長崎協議会開設時

から、このプロジェクトを事務局２名で進めておりましたので、本当に心強い存在でござ

いました。 

次のページは、ALL長崎協議会参加団会で組成当初から共有しております、いわゆる取

り決めでございます。現状の目的、取り組み概要を共有し、授業ルールとして共通教材を

使用すること、企業 PR活動はNGとすることなどを決めております。 

６ページ、７ページでは、教材の授業についてご説明します。ALL長崎協議会では、金

融経済教育目標を偏りなくお伝えするために共通教材を説明し、例えば銀行に入行したば

かりの新入行員でも同質の授業ができるように各ページにトークスクリプトを用意してお

ります。また、授業でも使いやすいように視聴者限定の YouTube でどちらの金融機関の講

師担当者でも事前に準備ができるようにしております。教材は各資料でもご説明いたしま

したが、講師を、参加された方のご意見等を参考にし、取り入れ、適宜見直しておりま
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す。中段は教材の抜粋です。高校生の皆さんに最初に将来の夢について仲間と会話し利用

していただくことで、将来をイメージしながら授業を受けていただくこと、参加型で受講

してもらうということを目指しております。 

７ページは 2023 年から授業の到達目標や教材内容の紆余曲折を掲載しております。当社

は金融リテラシーについて高校生に興味を持ってもらうことを目的に考えておりました

が、せっかくの機会を活かすため、今年度からは特に高校の先生と講師との事前の打ち合

わせに力を入れております。 

８ページでは、どの金融機関の担当者が講師を担当するのか決定してから授業実施まで

のスケジュールを記載しております。今年度からは、事業実施前の事前打ち合わせもしく

は講師担当者へのアドバイスには、長崎銀行協会の力をお借りすることとなりました。 

９ページでは取り組み実績を掲載しております。2023 年度は長崎県内高校の 76％であ

る 69 校への授業からスタートしましたが、昨年度は 80％を超え、72校で授業を実施いた

しました。今年度はまだすべての回答が揃っておりませんが、現時点で 68校から授業実施

依頼をいただいており、今年度希望しない高校は前年度までに全校生徒で実施したなどの

理由が多く、ALL長崎協議会の取り組みが長崎県内の高校に浸透してきていることが伺え

ます。 

こちらのページでは、受講した生徒、先生、講師担当者のアンケートを抜粋して掲載し

ています。特に太字で記載しております通り、生徒からは親と話すきっかけとし、家族会

議をしたという意見や、将来の進路選択に活かしたいという声をいただき、講師のやりが

いにもつながっております。先生からもご自身にとっても勉強になったという感想をいた

だき、先生の金融リテラシー向上は生徒にとっても良い効果となると期待しております。

講師からは授業での気づきが多く、今後の授業への参考としております。 

11 ページでは、おこがましいのですが、私どもの強みと課題を分析して掲載しておりま

す。強みは何と言いましても、長崎県と長崎財務事務所、日本銀行長崎支店、長崎銀行協

会、それぞれのトップの思いが強いことです。前例のないことですので、立ち上げから交

渉を多方面に行うのは困難ではなかったとは申しませんが、組織内外の調整を順調に行う

ことができ、各金融機関の取り組みにつながったと考えております。 

最後の 12 ページでは、今後の展開について記載しております。今年度から大学での試行

を予定しておりますが、今後は対象を広げていくことも検討しております。また、いろい

ろな可能性、展開にも挑戦していきたいと考えておりますし、ぜひ J-FLEC様とも協業さ

せていただきたいと考えております。 

最後になりますが、今後も長崎モデルをさらに磨き、他地域への波及と全国的な金融経

済教育の進展に貢献していきたいと考えておりますので、引き続きよろしくお願い申し上

げます。私からの発表は以上となります。ご清聴ありがとうございました。 

 

【大友 佳子（金融経済教育推進機構理事）】 

ありがとうございました。それでは意見交換に入りたいと思います。ここからの進行は
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吉野座長にお願いをいたします。吉野座長、よろしくお願いいたします。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

それでは３名の方々からご報告ありがとうございました。ちょっと時間が押してしまい

ましたので、各先生からそれぞれお一人 2分以内で誠に申し訳ないんですけども、ご意見

をいただければと思います。あいうえお順で、まず東先生からいかがでしょうか。よろし

くお願いいたします。 

 

【東 珠実（椙山女学園大学現代マネジメント学部教授）】 

ご説明ありがとうございました。非常に興味深く伺いました。まずはこの J-FLECの発

足、そして運営によって、金融経済教育の目的やミッションが非常に明確になって、ファ

イナンシャルウェルビーイングの実現が最終的な目的なのだということが明示されたとい

うのは、とても大事なことであったように思います。家庭科の学習指導要領などが変わっ

てから、家庭科の先生方は資産形成や金融商品ということで不安に思っておりましたけれ

ども、生涯を見通した時間軸を踏まえた能力形成というのは家庭科の目的とも一致してお

りまして、こういったことを教材などを通して、より広く広めていただければというふう

に思いました。 

また、私の専門で消費者教育という立場から申しますと、家計管理や生活設計の点では

非常に内容が充実しているということと、一方で、被害防止の視点や、それから消費者市

民社会の視点など、こういった点について、さらに、もう少し踏み込んだ内容が必要では

ないかと思いました。特に被害防止の視点についてはいろんなトラブルの内容の更新が必

要になってきますが、どこまでをここで取り扱って、どこからを専門機関に任せるのかと

いったようなことの見極めも、今後必要になってくるのかなと思いました。最後に、高校

でこの関連の授業をした時に、金融庁様のライフプランシュミレーターとNISAの動画が

好評だったということを申し上げたいと思います。以上でございます。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

まとめていただいてありがとうございます。それでは伊藤宏一先生、お願いいたしま

す。 

 

【伊藤 宏一（千葉商科大学学長付教授）】 

伊藤です。大学での金融経済教育について、少し申し上げたいと思います。１点目は、

奨学金の返還制度について、どの大学でも金融経済教育などに入れていただきたいという

ことです。日本学生支援機構さんのサイトに行きますと、企業等の奨学金返還支援、代理

支援制度がありまして、全国で 2,587 社が、就職した会社が本人に代わって代理返還して

あげる制度があります。借金を抱えて社会に出ていくということは非常に大変なことなの

で、この代理返還制度については、金融経済教育の中でしっかり大学生に教えていただき
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たいというのが１つ目です。 

それから 2つ目が、投資への入り口、特に ESG投資への入り口ということでお話した

いのですが。20歳になると年金保険料を誰でも払うようになりますが、この公的年金保険

料を払ったものが高齢者の年金受給にももちろん行くのですけれども、一方ではプールさ

れて、GPIF、年金積立金管理運用独立行政法人で運用されています。このGPIF は ESG

投資をしております。ESG投資は指数に連動したものが９本あるのですけれども、運用総

額が 17.8 兆円となってまして、要するに 20歳以上の日本国民はこの公的年金保険料を支

払うことによって ESG投資をしていると。中身としては、ジェンダー平等や環境問題など

いろいろなテーマの国内外のファンドに投資をしているということで、こういう点もサス

テナビリティを金融経済教育で教えるのに必要な観点ではないかと今考えています。それ

から、もう一つは、経済のあり方として、金融経済教育で経済のところなのですが、最近

は日本政府も経産省も環境省も、循環経済、サーキュラーエコノミーというのは、GDP

だけではなくて、このサステナブルな経済を発展させていくという観点でいろんな取り組

みを行っておりまして、自治体でもそういうのをやっています。ですので、やっぱりテキ

ストの中にこのGDPの限界、それから、循環経済への移行ということで、今これだけ気

候温暖化が進んでいるので、そういう点も内容的に加えていただくと非常にいいかなと思

います。全体としては、素晴らしい活動の広がりが J-FLECさんであって大変いいと思い

ました。以上です。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

伊藤先生、簡潔にありがとうございます。それでは上村協子先生、お願いいたします。 

 

【上村 協子（東京農工大学常勤監事）】 

東京農工大学の上村でございます。F学さんが 相続関連の知識強化とお話ししてくださ

った相続研究をライフワークにしてまいりました。 

第 1の「相続や生前贈与」は世代間が共同して生活の質、金融ウェルビーイングを上

げ、持続可能な社会をつくるために、これからさらに重要となりますので、金融経済教育

の視点でさらに注目していただければと思っております。また、おきなわフィナンシャル

グループの子供の貧困や金融ジェロントロジーなど暮らしとお金の教室は、生活者視点で

金融ウェルビーイングを自分ごととする先進的な金融経済教育で、ぜひ現場でさらに広が

っていていただきたいなと思っております。 

第 2のポイントは、日本人のウェルビーイング、幸せには自分だけではなく、地域コミ

ュニティに役に立つという要素が、他国よりも強いというところでございます。文部科学

省の 第４期教育振興基本計画でも、注目され、長崎の事例では教育庁さんが関わっておら

れたということが、非常に実質的な動きにつながっているのではないかと思っておりま

す。 

最後第 3でございます。現在所属している国立大学法人東京農工大学は、発見貢献をキ
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ーワードにして、日本の若者たちが地域や人の役に立つスタートアップ、地域や社会課題

をイノベーションで解決していくという、そういう方向を示して人材を育ててきた歴史を

持っております。新しい時代の投資も含めた金融経済教育という、自分の持っている能力

をイノベーション人材としてどのように発揮することができるのか、金融経済教育が進ん

でいくことを期待したいと思います。ありがとうございました。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

どうもありがとうございます。それでは翁委員、いかがでしょうか。お願いいたしま

す。 

 

【翁 百合（（（株）日本総合研究所理事長）】 

ご説明どうもありがとうございました。今回、新しいこの機構が、産官学金ということ

で、また新しいメンバーも入り、オールジャパンで議論できることに非常に意義があると

いうように思っております。 

特に最近の変化で３つ、金融経済教育のニーズが高まっているなと思っていることを申

し上げますと、１つはやはりNISAが本当に幅広く、広がってきております。多くの方の

財産形成に資するように、税制、また本当の基本である長期・積立・分散と、こういった

考え方の重要性がわかりやすく広まっていくことが大事だと思っております。 

もう１つは暗号資産につきまして、すでに投資経験者の 7%ぐらいの顧客が暗号資産を

保有しているというデータも、金融庁から発表されております。それから、ネットの関係

では、いろいろなリスク、詐欺も含めていろいろございます。そういった意味で、暗号資

産も含めて、どういうリスクがあるのかというようなことにつきましても、しっかり教育

していくことが大事かなと思っています。 

3 つ目は、今日もいくつかの銀行の方からお話ありましたけれども、大変生き方が多様

化する中で、生活が厳しくなっている世帯も非常に多いということだと思っております。

最近、いろいろな壁の議論が、多くなっておりますけれども、やっぱり税制や社会保険制

度、こういったことの理解があまり進まず、働き方を控えているというような方も多いと

思っております。こういったことも含めて、どうやって自分で働いていって、賃金を得て

いくのかという、その生活設計につきましても、やはり幅広く教育していくことが大事で

はないかなと思っております。 

特に、これから金融教育のアウトカムを上げていくということが大事かなと思っており

ます。行動経済学をいろいろ活用していくといったこととか、また、大学もかなり広がっ

てきておりますけれども、理解度を客観的に評価できるような調査をさらに広げていくと

か、こういった工夫をして、さらに、こういったアウトカムを上げられる工夫を図ってい

っていただきたいと思っております。以上でございます。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 
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どうもありがとうございます。それでは梶ヶ谷先生、お願いいたします。 

 

【梶ヶ谷 穣（神奈川大学法学部特任准教授）】 

よろしくお願いします。神奈川大学の梶ヶ谷です。３点ほどお話をさせていただければ

と思います。 

まず１点は中学校で、特に高等学校の先生方は金融経済教育というと、教科書にもそう

いうようなことが書かれているので仕方がないと思いますけども、やはり貯蓄・投資の内

容にシフトしすぎて、例えば保険についてはほとんど眼中にないというか、あまり扱わな

い。これは社会保障については保険のことをやるのですけども、どうも金融経済教育とい

うと、貯蓄、特に投資にシフトしすぎていて、あまりバランスがいいような内容になって

ないのではないか。大学生等については、投資教育はいいと思いますけども、少なくとも

高等学校の段階ぐらいでは貯蓄、それから投資、あるいは保険。これは民間も、あるいは

社会保険もそうなのですけども、そういうような内容をバランスよく学習させるべきなの

かなと思います。まずこれが１点です。 

2 つ目は特に社会保障についてかもしれませんけれども、学校の現場の先生方は社会保

障についても基本的に教科書で、そもそも論は生徒に学習させます。ただ、今度その社会

保障をもう一歩進めて、何が問題なのか、どういうような課題があるかということについ

て、やはり、結構難しいと。どういうようなテーマを選んで生徒たちに提出していいかは

難しいということなので、できましたら J-FLECさんの方で、一般的な社会保障の記述内

容にプラスをして、課題追求学習で生徒が考えられるような内容の教材を開発してほしい

と希望しています。 

３点目なのですけれども、基本的に、今、金融経済教育というと、特に高等学校の場合

には教科活動を前提とすると思うのですが、やはり教科活動以外に、教科外活動、例えば

金融に関する生徒の自主的なサークル、そういうようなものに対する支援をぜひ J-FLEC

の方でお願いできればと思います。これについては公民科の先生、あるいは家庭科の先生

のセミナーもより一層充実をさせていただければというように思います。以上です。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

どうもありがとうございます。それでは神戸委員、お願いいたします。 

 

【神戸 孝（FPアソシエイツ＆コンサルティング（株）代表取締役）】 

神戸でございます。本日は J-FLECの活動状況がよくわかって大変ありがたい時間であ

ったと思っております。私自身は実務家ということで、生活者に対してアドバイスを 20 数

年続けてきているのですが、その中で、金融経済教育で一番身につけるべきスキルという

のは、社会人の場合はとくに自己診断能力だろうと思っております。ウェルビーイングと

いう考え方が一般的になる中で、企業も従業員向けの教育を進めようとしておられます

が、相談者の多くは将来が見えなくて不安という状況で来られるので、リテラシーマップ
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の分類の１と２、家計管理と生活設計のところが重要で、キャッシュフロー表をある程度

自分で作れるようになるといいと思います。将来大丈夫そうなのかどうなのかを見える化

することで、転職、あるいは退職した場合などにその後どうなりそうかという、将来のキ

ャッシュフローを確認できるようになることが一番重要ではないかと。問題ありそうとな

ったときに初めて相談しようという順番になるはずですので、金融経済教育の一番の根幹

は項目 1と項目２になるのだろうと思っております。 

また、私自身は運用投資のアドバイスを中心にやってきておりますが、子会社の金融商

品仲介業では、お客様の口座が 4,000 口座強あり、400 億円強のお金のアドバイスを行っ

ています。一口座、だいたい 1,000 万円平均の残高があるという格好になりますけれど

も、この方々の昨年の 8月、あるいは今年の 4月上旬の暴落時の行動を通して、実感した

のが金融経済教育の効果です。解約の申し出どころか、不安だというお問い合わせも一切

ありませんでした。一本の電話もメールも入りませんでしたので、こちらが心配してしま

うほどでしたが、長期・積立・分散の意義が腹落ちしていると、このぐらいの相場の上下

は関係ないという捉え方をしていただけるようになるようです。リスクコントロール型の

投資運用、これを我々はお客様に継続的にアドバイスしてきていますが、コーチングに近

いスタイルになっているようです。なぜ長期で、なぜ分散で、なぜ積み立て式なのかとい

うあたりをお客様自身に腹落ちしていただけると、金融経済教育というのはとても効果が

あると実感いたしましたので、ご紹介させていただきました。ありがとうございました。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

どうもありがとうございました。それでは小高先生、お願いいたします。 

 

【小高 さほみ（日本女子大学学術研究員）】 

事務局からのご説明と取り組みの事例のご発表により、非常に金融経済教育が全世代を

対象にしながら、多様なアクターによって様々な取り組みが推進されているということを再

認識したところです。私は教員養成に関わっている立場から一点だけお伝えしたいことは、

教師教育に関わる問題です。先ほどのおきなわフィナンシャルグループのご発表の中に、シ

ンポジウムでのパネリストの方からの提言の一つとして挙げられたのが、「教員のスキルア

ップ」と「教員研修制度の拡充・支援」だったかと思います。これは、教員養成及び現職研

修、両方に関わってくる問題なのですが、今、教育現場では、「令和の日本型学校教育」の

構築を掲げる教育政策のもとで教師教育改革が進められています。令和４年 12 月に提出さ

れた答申では、２つの方向性が示されました。一つは「新たな教師の学びの姿」の実現、も

う一つは多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成です。これらの改革は、教師教育

の現場では大きな議論を呼びながら進行しているわけですが、昨年の 12月にはこの答申に

則って、多様な専門性を有する質の高い教職員集団を形成することを加速するということが

示されています。その中では、検討課題として３点―教職課程のあり方、教員採用研修に関

するあり方、社会人などの教職員への参入の制度のあり方―が挙げられています。一方、現



27 

 

在、次の学習指導要領への改訂が動き始めています。こういったことを考えますと、研修の

あり方と学習指導要領がこれからどう変わっていくのかを注視しつつ、金融経済教育の研修

を検討していくことも必要かと思っております。以上です。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

どうもありがとうございました。それでは清水先生、お願いいたします。 

 

【清水 順子（学習院大学経済学部経済学科教授）】 

学習院大学の清水と申します。私は金融広報中央委員会様がずっと大学生に金融教育を

するということを長年、学習院大学でやっていただきまして、多くの成果を上げていきま

した。そこで、大学生との金融教育と、それから子どもたちについて一つご提案したいと

思っております。本日のお話で、沖縄のお話を非常に興味深く伺ったのですが、私は金融

教育には二つの格差があると思っています。一つは首都圏と地方の間で、お金や投資に関

する感覚が違うということ。もう一つは年齢の主体として、私たちのような高齢者と、若

者や子どもたちの間でも、お金を使う感覚、デジタルも含めて大分違ってきていると思い

ます。先ほどご説明いただいた、沖縄のお話の中でも、金融教育を担う人材が不足してい

るというようなこともおっしゃっておられました。私は大学で金融教育をする中で一番重

要なのは、ただ聞いて覚えるだけではなくて、自分たちが習ったことを人に教えていく、

そういう過程の中で新たな気づきを得ると考えています。実は昨年、大学のオープンキャ

ンパスで、うちのゼミ生が行動経済学も含めた金融教育を高校生相手に行い、非常に好評

を得ました。大学生が金融教育の講義を受けたのちに、ある程度の資格のようなもの、何

か基準をクリアしたら、今度は小学校や中学校に行って教えるようなことができる。そう

いうような仕組みができたらいいのではないかと思っております。そういった形で、人材

不足を解消するとともに若い人たちが若い人たち同士で金融を考えていくような機会を設

けられたらいいなと思います。特に最近はデジタル決済の利用、ペイペイを含めて、お小

遣いをペイペイでもらっているという学生が多いですし、おそらく小中学校でもペイペイ

などのデジタル決済の利用が多くなってきていると思います。我々が考えるお金のあり

方、使い方というのと、これからの世代が考えていくお金の使い方、例えばお釣りではな

くて、ペイペイの残高ではかなり異なります。若い人たち同士で教え合いながら、我々に

は気づけない新たな金融教育のメッセージをつくっていかなければならないと思っていま

す。こうしたデジタル面での金融リテラシー教育もこれから必要となります。諸外国では

特にスウェーデンなどで、かなり進んでいるというのも聞いておりますので、そのあたり

のテーマについても来年度以降取り上げていただけるといいのではないかなと思いまし

た。本日はありがとうございました。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

どうもありがとうございます。5時を過ぎてしまいましたけども、引き続き少し続けさ
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せていただきます。それでは永沢委員、お願いいたします。 

 

【永沢 裕美子（Foster（Forum（ 良質な金融商品を育てる会世話人）】 

良質な金融商品を育てる会という市民グループを主宰しております、永沢でございま

す。私からも３点お話しさせていただきたいと思います。 

１つ目は、まず冒頭で事務局からこの推進会議の運営方法の変更についてご提案があり

ました。構成する委員について、これまでの学識経験者等に加えて、金融業界団体やその

他の団体の方々にも広げることに賛成いたします。構成メンバーの多様性が広がるという

ことは大変いいことだと思います。 

本日の会議では３団体から具体的なお取組についてお話をいただきました。中でも沖縄

の事例につきましては、子どもの貧困を共に考えることを通じて、地域の社会課題に多様

な関係者が取り組んでいらっしゃるという様子を具体的にご報告いただきました。素晴ら

しい取り組みであると思いました。このような取り組みが、金融経済教育推進会議でベス

トプラクティスとして今後も紹介されて、お互いに高め合っていくことができるようなこ

とが行われていくといいのではないかと思いました。本日の会議では、2013 年からスター

トしたこの推進会議が、大きく上のステージに上がったという実感を強くいたしました。

これが１点目でございます。 

２点目として、J-FLECの活動への評価です。私は、金融分野の消費者活動を日頃してお

ります関係で、教材のホームページを他の方よりも頻繁に確認させていただいていると思

います。「一般の方へ」提供されている教材は着実に更新され、世代別も充実してきてお

り、頑張っていただいています。また、当初色々と懸念の声も聞かれた認定アドバイザー

についても、本日の報告から評価をいただき始めていることもわかりました。無理をせ

ず、小さく始めは産んで育てていっていただければ良いと思います。 

最後に、私は金融分野の消費者活動をしておりますので、今後教材に入れていっていた

だきたいと思っている事項についてお話させていただきたいと思います。まず、暗号資産

です。翁先生のご指摘のとおりと思います。また、トラブルに遭わないようにという教材

は充実してきていますが、無登録業者と付き合わないというメッセージもしっかりと伝え

ていっていただきたいと思います。もう１点、若い人が、職場で得た情報でインサイダー

取引をしてしまい、残念なことになったというお話を耳にすることも出てきています。オ

ンライン取引が浸透し、株式投資へのハードルも下がってきていますが、市場参加者とな

る際に身につけておいてほしい基本的な心得も、将来的には金融教育の中で教えていけた

らと思っています。私からは以上でございます。ありがとうございました。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

ありがとうございます。それでは家森先生、お願いいたします。 

 

【家森（ （ 信善（神戸大学経済経営研究所教授）】 
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神戸大学の家森です。もう時間もないことですので、ごく短くさせていただきます。本

日のように先進的な取り組みを展開されている皆様からの報告を伺い、諸先生方の専門的

なご意見を伺うことで、我が国の金融経済教育の現状と課題、そして、今後の展望につい

て理解を深める有意義な機会に今後なっていくのではないかと思っております。私自身

も、これから多くのことを学んでいきたいと思います。今後とも関係者の皆様と手を携え

ながら、金融経済教育の一層の推進に努めてまいりたいと考えております。以上でござい

ます。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

家森先生、どうもありがとうございました。最後に、私からも３点ほどコメントさせて

いただきたいと思います。一つは日本全体の資金の流れというのは、一つはっきりしてい

ただきたいなと思います。主に家計の資産運用のことが中心ですけれども、それが金融機

関を通じて、最近では国に一番お金が行ってしまっているわけです。本来であれば、それ

は企業にお金がたくさん行って、そして経済成長を促すはずなのですが、財政赤字のため

に国債のところに言ってしまっていると。それから今度は企業を見ますと、従来は銀行借

り入れが多かったのですけれども、企業全体で見ると、株式の方が銀行よりも資金調達が

増えているのです。ただし、家計の方はまだまだ預貯金が多いと。これは何を言っている

かというと、海外の投資家が相当日本の資本市場に入ってきているということだと思いま

す。そういうところで、せっかく日本人がたくさん蓄えたお金のいいところを取られてし

まっているという部分もあると思います。それからもう一つは、今の海外との関係でいき

ますと、アメリカの教科書には為替っていうのは出てこないのです。これはドルが基軸通

貨だからです。ところが日本はやっぱり為替に相当触れるわけです。つまり、一番簡単な

ドルの供給とドルの需要で、為替がどういう時に安くなり、どういう時に高くなる、こう

いう円高、円安というのも中に加えていただければと思います。それから教育のところで

は、私はやっぱりビデオ学習、あるいはオンライン、これをどんどん作っていただいて、

24時間、365 日、J-FLECのところに行けば、一番中立的なことが聞けるんだと。こうい

うサイトがきちんとできることによって、信頼された教育になるのではないかと思いま

す。それから、最後はトラブルに遭った時にどうしたらいいのだろうかと。こういうとこ

ろに電話して相談すればいいと。そういうトラブルに遭わないようにするということは一

つ重要ですけども、トラブルに遭ってしまった時、こういう時にどういうふうに誰に相談

したらいいのかと、こういうこともぜひ教えていただいて、その対策を組んでいただけれ

ばと思います。 

今日はもう時間を過ぎてしまいましたけど、もし最後に省庁や関係団体の方で一言ご発

言ご希望の方があれば挙手をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。それでは日

本銀行の方、挙手されていますので、どうぞご発言お願いいたします。 

 

【村國 聡（日本銀行情報サービス局長）】 
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日本銀行の村國でございます。この 6月に情報サービス局長に就任いたしました。よろ

しくお願いします。昨年までは事務局の立場で本推進会議の司会を務めておりましたの

で、一言申し上げたいと思います。冒頭、事務局よりご説明があったとおり、J-FLECへの

事務局の移管に伴い、今回から委員としての立場で参加させていただきます。 

日本銀行としましては、金融経済教育を通じて、国民一人ひとりが正しい金融知識を身

につけ、金融や経済に関する理解を深めるとともに、適切な資産選択、リスク管理能力を

高めていくということは、幅広い経済主体におけるより円滑で安定的な経済活動につなが

り、日本銀行の目的である「物価の安定」や「金融システムの安定」にも資すると考えて

おります。 

日本銀行ではこうした認識のもとで、本支店の親子見学会や、貨幣博物館の展示資料の

解説ツアーなどを実施しておりますほか、オンライン上でも、学生を対象とした学習プロ

グラムとして、「教室で、にちぎん」というオンライン授業の提供を行っておりまして、お

金の役割やはたらき、中央銀行の機能などに関する理解を国民の皆様に深めていただく取

り組みを行っております。 

また、日銀の情報サービス局長は、東京都金融広報委員会の委員長も務めておりますけ

れども、東京都の金広委では、J-FLECや金融団体、関係団体等の皆様のご協力のもと、

今年度も、金融経済講演会や、学校向けの取り組みとして、「金融経済教育公開授業」を複

数校で開催する予定です。このほか、J-FLEC認定アドバイザー向けの研修会を企画するな

ど、金融経済教育の推進に努めていきたいと考えております。 

日本銀行といたしましては、今後とも、J-FLECが中立・公正な立場で、金融経済教育

全般をバランスよく推進していけるよう、本日ご紹介いただきました、地方における取り

組みも含めまして、しっかりと連携・支援させていただく方針でございます。引き続きよ

ろしくお願いいたします。 

 

【吉野 直行（慶応義塾大学経済学部名誉教授、金融庁金融研究センター顧問）】 

どうもご発言ありがとうございます。他に手が挙がってますでしょうか。よろしいでし

ょうか。それでは今日は通信の関係で時間が長引いてしまいまして、申し訳ございません

でした。非常に貴重なご意見をいただきました。ご意見をもとに、J-FLEC、そして関係団

体の方々、ぜひ今日のご発言をいろいろ参考にさせていただきながら、金融経済教育のさ

らなるレベルアップに一団となって向かわせていただければと思います。それでは次回の

開催でございますけれども、1月の末頃になる予定でございますけれども、事務局から次

回の開催につきましては、またご連絡させていただきたいと思います。本日はちょっと 10

分ほど超過してしまいましたが、活発なご議論をどうもありがとうございました。これで

終了させていただきます。 


